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中長期戦略

一般・中小企業顧客数の拡大。
顧客基盤への新商品・サービスの提供。　

【 事業の状況及び計画 】

顧
客
数

商品・サービス

　　ストック型の　　
商品・サービスの拡充

　一般・中小企業　
顧客数の拡大

事業の継続成長
顧客単価の向上
事業の継続成長
顧客単価の向上
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2期

1期

3期

ストック型ビジネスを中核事業とし、安定的かつ長期的な成長を目指します。

1期

2期

1期1期

2期

3期

1期 2期 3期

N期

N-1期
以前新規獲得件数

保有件数
＝累計新規獲得件数ー解約数

ストック型商品・サービスの特徴

　販売・契約獲得後も、ユーザーの使用量に応じて継続的な収入を創出。

　（例：携帯電話、複写機、マイライン、保険　など）

N期

安定的な収益の源泉

解約による減少

4期

4期

新規獲得＝解約数で均衡

【 事業の状況及び計画 】ビジネスモデル
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60%

80%

100%

120%

140%

160%

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

移動体事業①：販売動向

※「店舗当り台数」は3ヶ月平均で算出。「店舗数」は月末時点店舗数。

・新規出店の再開。
　・採算性重視の出店。

　・初期投資の少ないインショップの展開。

　・インショップ数の推移：

　　　55店舗　　⇒　　99店舗　

0

200

400

600

800

1,000

0

50

100

150

200

250

01/1201/901/601/3 03/302/1202/902/602/3

（台）（店）

【販売台数＆店舗数の推移】

・店舗当り生産性の大幅改善。

　　　　店舗数

　　　　店舗当り販売台数
916

615

394
470

販売台数前年同月比（2003年3月期）

984

【 事業の状況及び計画 】

（02年９月）　　　（03年３月）

73台 243台⇒
（01年3月）　　　（03年3月）

73

243
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1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

3,000,000

3,500,000

4,000,000

移動体事業②：保有台数動向
保有台数減少を抑制。
新規獲得台数の拡大と解約率抑制。

01/3 08/307/306/305/304/303/302/3

Ａ

①

②

③

【保有台数推移シミュレーション】

４.０％

２.５％

２.５％

２.６％
解約率/月

目指す
　パターン

過去２年平均

５万台平均③

１年目５万台、２年目６万台、
　３年目以降７万台

②

１年目５万台、２年目７万台、
　３年目以降９万台

①

４.９万台平均Ａ
新規獲得/月パターン

２年間平均値
新規獲得数４.９万台/月
解約率２.６％/月

実績値 シミュレーション値

２８９万台

中期的
目標ゾ
ーン

（台）

【 事業の状況及び計画 】



18

移動体事業③：販路政策

「インショップ」で出店再開。

・販売子会社の統合。（2001年12月：22社　→　2003年3月：9社）

・３ヶ月連続で社内の収益基準をクリアしない店舗は、閉鎖・統合対象。

・注力地区の見直し。東海地区の強化検討。

　　（2003年12月現在売上構成：関東34％、関西27％、東海8％、九州8％、他）

・初期投資の少ないインショップの展開。

・現在、ダイエー、ドンキホーテ、長崎屋、他にて展開中。

0

20

40

60

80

100

120

1 月 2 月 3 月 4 月

インショップ数推移

５７

８０

９９ １０３

スクラップ＆ビルドは継続。採算性を最重視。

【 事業の状況及び計画 】

1000万円～1500万円路面店（※）

130万円～150万円インショップ

平均的な出店コスト

（※）　関東・関西地区の平均的な出店コスト。
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商
品
仕
入
　
　
　
　
　
　
　
　
商
品
販
売

ＯＡ機器販売事業①：複写機事業モデル

中小企業ユーザー

メーカー

リース会社

商品代金一括入金

リー
ス契
約、

毎月
のリ
ース
料金

①受注ベースでの仕入。

　低い在庫リスク。

②リース販売。

　商品代金は一括入金。

　低い貸倒れリスク。

③毎月の使用量に応じた、

　カウンター・消耗品料金の入金。

①

②
カ
ウ
ン
タ
ー
料
金
、

消
耗
品
料
金
③

光通信グループ光通信グループ

【 事業の状況及び計画 】
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0

5000

10000

15000

20000

25000

30000

35000

40000

ＯＡ機器販売事業②：販売台数推移　

【年間販売台数推移】 （単位：台）

（00/04～01/03） （01/04～02/03） （02/04～0３/03）

2003年3月期

11,671

20,428

35,011

10,082

4,413
2,602

　　　　複写機
　　　　ビジネスフォン

複写機・ビジネスフォンともに、順調に拡大。

・販売規模の拡大。

・従業員数

　　485名　　　⇒　　990名

・営業所拠点：全国２２ヶ所

【 事業の状況及び計画 】

約３.９倍ビジネスフォン

約３.０倍複写機

販売規模　（２年間）

（０１年３月）　　　　　　　　（０３年３月）
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25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

55,000

¥200

¥300

¥400

¥500

ＯＡ機器販売事業③：カウンター＆消耗品

（百万円）

保有複写機ユーザーとストック収入の拡大。

（台）

複写機の基本保守サービス体系

　①カウンター機の特徴
　・毎月の使用量（カウンター数）に応じて保　
　　守メンテナンス料金を収受。
　・消耗品（紙・トナー）は、基本的に無料。

　②キット機の特徴
　・導入時に一定の消耗品を含む。
　・超過分の消耗品、修理メンテナンスは有料。

　　03/3　　02/12　02/9　02/602/301/1201/9

　　　　カウンター機台数（台）
　　　　カウンター＆消耗品単月売上（百万円）●

【 事業の状況及び計画 】
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-500

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

Ｑ１ Ｑ２ Ｑ３ Q4

新規事業

モバイルメディア事業
モバイル媒体（i-mode、J-sky、ezweb）
やオプトインメールなどを活用した広告事業。
株式会社ファイブエニーが展開。

保険事業
インバウンド型とアウトバンド型のテレマー
ケティングによる保険商品の販売。アリコの
トップディーラー。株式会社ニュートン・フィ
ナンシャル・コンサルティングが展開。

中小企業向け業務支援サービス
名刺・チラシ・ポスターの作成、秘書代行、
インターネットサービス・ＨＰ作成など、中
小企業の様々なニーズに応える会員制サービ
スの提供。株式会社アイ・イーグループが展
開。

新規事業合計：　売上高・営業利益（※）
（百万円）

2003年3月期

売上高

営業利益

【 事業の状況及び計画 】

（※）営業利益：　親会社内の担当管理部門費用の振分け前。
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2004年3月期 連結業績予想 【 事業の状況及び計画 】

（単位：百万円）

売 上 高

営 業 利 益

経 常 利 益

当 期 純 利 益

　72,000　

　6,500　

3,500　

1,500　

200４年3月期

　21％増

　36％増

135％増

－

前期比

　150,000　

　14,000　

8,000　

4,000　

中間 通期

　124,105

　10,269

3,403

△7,922

2003年
3月期実績
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本資料に関するご注意

　本資料に記載されている光通信の現在の計画、戦略、確信などのうち、歴
史的事実でないものは、将来の業績に関する見通しであり、これらは現在入
手可能な情報から得られた光通信の経営者の判断に基づいております。
　従いまして、これらの見通しのみに全面的に依拠することはお控え頂くよ
うお願い致します。実際の業績は、様々な重要な要素により、これらの見通
しとは大きく異なる結果となり得ることをご承知おき下さい。また、これら
の見通しに関しては、光通信の経営者の判断により、変更される可能性がご
ざいます。

本資料に関する御問い合わせ：

㈱光通信　広報部　TEL：03-5951-3718　FAX：03-5951-3709

E-mail:　info@po.hikari.co.jp
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補足資料
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経営課題・経営リスク

【移動体事業リスク】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　キャリアからのコミッションの減少、基本料金・通話料金の引き下げ等の携帯電話料金の低価格化、ユーザーによる携帯電話
使用量の低下などにより、当社の収益が減少する可能性があります。

【法人事業リスク】　 　　
　経済環境の更なる悪化により、中小企業を中心とした当社顧客層の設備投資意欲が減退する可能性があります。

【純資産維持条項】 　　　
　「2003年12月償還予定である第6回無担保社債（残高：240億円）の社債要項。単体の純資産を期末時点で724億円以上
に維持する必要があり、下回る場合は4ヶ月後に期限の利益を喪失する。」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
当社は、売却等の流動化や引当・減損処理により、投資有価証券の整理を進めておりますが、これにより純資産額が減少する可
能性があります。

【社債のデフォルトリスク】 　　　
　当社の社債は、㈱日本格付研究所（JCR）により、「B+」（評価：債務履行の確実性に乏しく、懸念される要素がある）　
と格付けされております。 　　　
　当社は、手元流動性と営業CFなど資金計画に基づき、充分な償還原資を確保しているものと認識しておりますが、事業計画
及び資金計画の進捗状況やその他不測の事象により、償還計画に影響を及ぼす可能性があります。

【投資有価証券】 　　　
　当社が保有する多くの投資有価証券は、ｲﾝﾀｰﾈｯﾄやﾓﾊﾞｲﾙ関連の未公開企業です。今後のｲﾝﾀｰﾈｯﾄ業界や経済全体の環境、各投
資先の事業進捗状況、株式市況等の影響により、投資有価証券の評価額が減少し、損益に影響を与える可能性があります。

2003年3月期をもって、これらのリスクは、　　

ほぼ解消されたと認識しております。

【 補足資料 】
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コーポレート・ガバナンス 【 補足資料 】

光通信（親会社）取締役会
代表取締役2名（予定）

株　主　総　会

月例グループ経営会議
グループ関係会社役員

監査役会

社内監査役1名
社外監査役3名

会計監査人

グループ関係会社　（事業会社）

移動体通信事業 ＯＡ機器販売事業 インターネット関連事業 テレマーケティング事業

グループ管理部門　（親会社内）

選任・解任 選任・解任 選任・解任

監査 監査

監　督

管理機能の
集約化

管理機能の
集約化チェック機能

経営基準の一本化

経理・主計
部門

財務・ＩＲ
部門

法務・審査
部門

人事・教
育
部門

総務
部門

ＣＳ向上室・お客
様サービスセンター内部監査室

監査

監査
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2003年3月期 単体決算

△38,295

△57,110

7,186

13.1％

6,129

33,654

46,897

2001年8月期

△7,686

△7,591

4,017

19.6％

6,232

20,234

31,791

2003年3月期

14,492売上総利益

4,494営業利益

2,911経常利益

△13,416税前純利益

△13,171当期純利益

22.7％営業利益率

19,784売上高

2002年3月期

（※ 7ヶ月）

※　2002年3月期は、決算期の変更により7ヶ月決算です。

（単位：百万円）

60,87260,93372,050関係会社株式

74,505

5,480

4,582

32,784

37,366

49,074

123,579

△35,231

22,403

110,665

3,432

12,913

2003年３月

78,995

8,000

19,186

93,515

112,701

127,232

206,228

△52,943

52,101

156,352

40,522

49,875

2001年8月

10,931借入

社債

129,523固定資産

47,580投資有価証券

△52,377投資損失引当金

173,896資産合計

96,502負債合計

83,212有利子負債合計

72,281

6,800ユーロ円転換社債

77,393資本合計

31,839現預金

44,372流動資産

2002年3月

（Ｐ／Ｌ） （Ｂ／Ｓ）

【 補足資料 】
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200４年3月期 単体業績予想 【 補足資料 】

（単位：百万円）

売 上 高

営 業 利 益

経 常 利 益

当 期 純 利 益

　17,000

　3,100

2,200

600

200４年3月期

　10％

　1％

17％

－

前期比

　35,000

　6,300

4,700

1,400

中間 通期

　31,791

6,232

4,017

△7,686

2003年
3月期実績
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連結月次営業情報（移動体：販売台数）

【携帯電話台数】 【保有台数】

2003年

39,60037,30076,9009月

45,20036,80082,0008月

45,50038,80084,3007月

43,20039,10082,3006月

40,00041,00081,0005月

40,40045,70086,2004月2002年

69,20045,600114,80012月

55,60039,60095,2001月

47,70039,70087,4002月

71,70081,800153,5003月

597,600519,3001,117,000合　計

49,30034,00083,30011月

50,20039,90090,10010月

機種変更新規獲得総販売台数

2003年

2,929,2009月

3,001,0008月

3,063,0007月

3,176,9006月

3,248,2005月

3,313,1004月2002年

3,009,50012月

2,982,5001月

2,935,7002月

2,899,2003月

3,019,20011月

3,086,30010月

保有台数

（単位：台）（単位：台）

【 補足資料 】
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連結月次営業情報（移動体：店舗数） 【 補足資料 】

【店舗数】

2003年

134360511463949月

143360541484088月

150360591484207月

163359661574486月

171359691584605月

225368701765424月2002年

49

49

49

49

49

50

J-フォン系

62

59

59

59

58

59

TU-KA系

2

2

2

2

2

2

その他
併売店

専売店

13421045412月

1332064491月

1452064612月

1631944703月

13420845111月

12821044910月

AU系
合　計

（単位：店）

沖縄地区
11

中国地区
48

関西地区
109

関東地区
105

北海道地区
8

東北地区
34

北陸地区
6

東海地区
40

四国地区
53

九州地区
56

2003年3月現在
地区別分布


